
種類別明細書（増減資産用）の各欄の記載のしかた

     年度
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28 6 15006 6 コピー機 1 H
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000 15

05 2 太陽光発電設備 1

28 6 1 20004 1 電気引込工事 1 H

500 000

15H 28 6 1

000 15

03 1 ガス引込工事 1

28 6 2 00002 1 給排水引込工事 1 H

000 000

1 000 000H 28 6 15
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01 1 外構工事 1
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物件番号 資　産　の　名　称　等

⑤ ⑥

③
増減事由 摘　　　　　要

年
号

年 月

取得年月 元
日
取
得

取 得 価 額

帳票識別コード

申告区分 □当初申告 ・ □修正申告

所　　有　　者　　名

枚のうち

処理方式 □一般処理 ・ □電算処理種 類 別 明 細 書（増減資産用）所有者名

氏名又は名称を記載してください。

また、この種類別明細書（増減資産

用）について「３枚目のうち２枚目」

のようにページ数を付けてください。

増加資産

増加資産がある場合は、

新たに記載してください。

減少資産

減少した資産があれば、

二重線を引き、⑤増減事

由に該当事由・⑥摘要欄

に減少年月等を記載して

ください。

一部減少した資産は、数

量、取得価額などを変更

して記入ください。

⑥摘要

当該資産について、次のような事項を記

載してください。

・減少資産である場合、減少年月と減少

内容等

・課税標準の特例がある資産について、

その種類（例：中小企業経営強化法 先

端設備）

・法第３４２条第３項の規定（割賦販売

資産等）の適用がある資産については、

その旨の表示と売主の名称等耐用年数の

変更があった場合には、その旨の表示

・短縮耐用年数を適用している資産につ

いてはその旨の表示

・増加償却を行っている資産については、

その旨の表示

・その他当該資産の価格の決定にあたっ

て必要な事項

◎前年度申告資産（R7.1.1時点所有）を表示して

います。

◎R7年中に増加した資産の追記及び減少した資

産の削除（二重線）等を行っていただき、

R8.1.1時点の所有資産の状況をご申告ください。

①異動区分

1 増加

２ 減少

３ 訂正

③取得年月

（年号欄）

Ｓ 昭和

Ｈ 平成

Ｒ 令和

④元日取得

元日（1月1日）に

取得の場合は「1」

をご記載ください。

⑤増減事由

１ 新品取得 ４ 滅失

２ 中古品取得 ５ 移動

３ 売却 ６ その他

②資産の種類

１構築物 ４航空機

２機械及び装置 ５車両及び運搬具

３船舶 ６工具、器具及び備品


